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３ 女性活躍・総合的なハラスメント対策の推進
企業における女性活躍推進の取組を一層進めるため、行動計画の策定義務等の
対象拡大や情報公表の強化、プラチナえるぼし認定の創設等を内容とする改正女
性活躍推進法の周知や、えるぼし・プラチナえるぼし認定の取得促進の取組を行
います。
併せて、男女問わず全ての労働者が仕事と生活を両立しながらキャリア形成を
進められるよう、育児・介護休業法の履行確保及び看護休暇・介護休暇の時間取
得を可能とする改正内容の周知や、くるみん・プラチナくるみん認定の取得促進
の取組を行います。
また、職場におけるハラスメント対策を総合的に推進するため、新たに事業主
に義務付けられたパワーハラスメントの防止措置、セクシュアルハラスメント等
の防止対策の強化等の履行確保を図ります。
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２ 多様な人材の活躍促進による総合的な人材確保対策
新型コロナウイルス感染症の影響により、人や物の動きが停滞し、幅広い業種
において事業活動を縮小せざるを得ない事業者が生じていますが、その場合でも
雇用が維持され、生活の安定が保たれるよう、雇用調整助成金の特例措置、特別
労働相談窓口の設置による支援等を実施します。今後についても、感染症の影響
による雇用への状況を注視しつつ、迅速な対応を図ります。
他方、少子高齢化、人口減少が進む中で経済の活力の維持・向上を図るために
は、多様な人材が活躍できる就業環境を整備することが重要であり、加えて人材
不足が続く中、より多くの人が意欲や能力に応じ、社会の担い手として活躍でき
るよう取組を進める必要があります。そのため、65歳超の継続雇用延長に向けた
環境整備、就職氷河期世代の方々の活躍の場を更に広げるための支援を行うとと
もに、人材不足が顕著な医療、福祉、運輸、建設、警備分野の企業に対しては、
県内ハローワークの「人材確保対策（支援）コーナー」において求人充足へのマ
ッチング支援等を実施します。
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１ 働き方改革の推進による誰もが働きやすい職場づくり
平成30年に成立した働き方改革関連法については、所要の周知期間を経て順次
施行されており、県内事業者においては、時間外労働の上限規制や年次有給休暇
の確実な取得、正社員と非正規社員（パートタイム労働者、有期雇用労働者、派
遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消（同一労働同一賃金）等への対応が求め
られています。
県内事業者における働き方改革を着実に推進するため、引き続き、業務の進め

方の見直しや労働時間の短縮につながるような中小企業・小規模事業者に寄り添
った相談・支援に取り組むとともに、長時間労働の是正、最低賃金・賃金引上げ
、同一労働同一賃金など雇用形態に関わらない公正な待遇の確保、柔軟な働き方
がしやすい環境整備などにより、労働環境を整備します。
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① 法定労働条件の確保等
引き続き労働基準法等の遵守の徹底

を図るとともに、重大又は悪質な事案に
対しては、司法処分も含め厳正に対処し
ます。
また、「労働時間の適正な把握のために
使用者が講ずべき措置に関するガイドラ
イン」に基づく労働時間管理や賃金不払
残業の是正の指導を行います。

１．長時間労働の是正や安全で健康に働くことができる職場づくり

② 長時間労働の是正に向けた立入調査の徹底等

時間外・休日労働時間数が１か月当たり80時間を超えていると考えられる事業場及び長時

間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場に対する立入調査

を引き続き実施します。

② 外国人労働者の適正な労働条件確保
外国人を雇用する事業場においては労使トラブルが認められる事案も多いことから、外国人労

働者であっても適正な法定労働条件の確保を図ります。
また、「外国人労働者相談コーナー（英語、中国語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語）」で

外国人労働者からの労働相談に丁寧に対応するとともに、外国人労働者が必要な労災請求を適
切に行えるよう外国語パンフレット等を活用して、制度の周知を図ります。

（1） 長時間労働の是正

④ 「労災かくし」の排除
重大な犯罪である「労災かくし」を排除するため、引き続き、その防止に向けた周知・啓発を図ると
ともに、「労災かくし」が明らかになった場合には、司法処分を含め厳正に対処します。

① 中小企業・小規模事業者等に対する支援

令和２年４月１日から中小企業・小規模事業者に対しても、時間

外労働の上限規制が適用されることなどから、働き方改革関連法を

はじめとした法令や労務管理について、「静岡働き方改革推進支援

センター」による相談支援、労働基準監督署とハローワークが一体と

なり開催する「働き方改革セミナー」、さらに監督署の「労働時間相

談・支援班」による訪問支援など、きめ細やかな相談・支援等を行

います。

また、11月の「しわ寄せ防止キャンペーン月間」に集中的な周知

啓発に取り組み、社会全体の機運の醸成を図ります。

③ 最低賃金制度の適切な運営
最低賃金の改定について、使用者団
体、労働者団体及び地方公共団体等
の協力を得て、県内に幅広く周知し、
履行確保を図るとともに、問題があると
考えられる業種等を重点に監督指導
等を行います。

最 低 賃 金 の 種 類
金 額
（時間額）

引上
げ額

効力
発生日

静 岡 県 最 低 賃 金 ８８５円 27円
令和元年
10月4日

特
定
（
産
業
別
）
最
低
賃
金

タイヤ・チューブ、ゴムベルト・ゴムホース・工業用
ゴム製品製造業 ８９７円 18円

令和元年
12月21日

鉄鋼、非鉄金属製造業 ９３５円 19円

はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械
器具、輸送用機械器具製造業 ９５０円 20円

電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、
情報通信機械器具製造業 ９１９円 19円

各種商品小売業 ８８６円 20円

（２） 労働条件確保・改善



「第13次労働災害防止推進計画」の目標達成に向けて、業種ごとの対
策、転倒や腰痛、熱中症、石綿ばく露といった危険の態様に応じた対策、
高年齢労働者や外国人労働者の増加といった就業構造の変化を踏まえ
た対策、ストレスチェック制度をはじめとするメンタルヘルス対策等に的確
に取り組みます。

（３） 労働者の安全と健康の確保

(４） 迅速かつ公正な労災保険の給付

○ 脳・心臓疾患事案、精神障害事案（「過労死
等事案」）及び石綿関連疾患事案に係る迅速・
適正な処理
社会的関心が高い過労死等事案及び石綿関
連疾患事案の事務処理に当たっては、認定基
準等に基づき、事案の論点に応じた的確な調査
計画の策定や事実認定を行い、迅速・適正な
事務処理に努めます。

（１） 最低賃金・賃金引上げに向けた生産性向上等に取り組む企業への支援
最低賃金・賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者の生産性向上の支援を図るため、業
務改善助成金の活用、「静岡働き方改革推進支援センター」による相談等支援事業について、周
知を積極的に行い、円滑な実施を図ってまいります。

２．最低賃金・賃金引上げに向けた生産性向上等の推進
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（２） 生産性向上人材育成支援センターの活用促進

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「高障機構」と言います。）が設置する「
生産性向上人材育成支援センター」と連携し、生産性向上支援訓練やセミナー等の積極的な周
知・広報を行い、活用を促進します。

STOP！転倒災害
「静岡労働局ぬかづけ運動」
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請求・認定件数の推移
【脳・心臓疾患】 【精神障害】 【石綿関連疾患】

※令和元年度１月末の数値は速報値。認定件数は当該年度以前に請求されたものを含む。

【13次防目標】・死傷者数 令和4年に 3,976人以下（平成29年の５％減）

・死亡者数 ５年間 127人以下（12次防150人の15％減）
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３．同一労働同一賃金など雇用形態に関わらない公正な待遇の確保

（１） パートタイム・有期雇用労働法の施行への対応
パートタイム・有期雇用労働法は、令和２年４月より大企業
を対象に施行されることから、年間を通じた報告徴収及び周
知を行い、法の適正な履行確保を図ります。

平成29年３月に決定された「働き方改革実行計画」に基づき、疾病を抱える労
働者が治療を行いながら仕事を継続できる環境を整備する必要があることから、
「静岡県地域両立支援推進チーム」を中心に、関係者間の連携・横断的な活動
に取り組みます。

４．治療と仕事の両立支援

５．柔軟な働き方がしやすい環境整備等

（１） 雇用型テレワークの普及促進
「情報通信技術を利用した事業場外勤務の適

切な導入及び実施のためのガイドライン」につい

て、様々な機会を通じて周知を図ります。 テレワーク総合ポータルサイト
https://telework.mhlw.go.jp/

（２） 副業・兼業の促進に向けた環境の整備について
「副業・兼業の促進に関するガイドライン」及び改訂版就業規則について、様々な機会を通じて

周知を図ります。

（２） 改正労働者派遣法の施行へ対応等
平成27年及び平成30年改正労働者派遣法については、説明会の
開催や事業所訪問時等、あらゆる機会を通じて、派遣元及び派遣
先へのさらなる周知に努め、適正な運営の確保を図ります。

パートタイム労働法の改正等説明会

また、いわゆる同一労働同一賃金の確実な導入に向け、「特別
相談窓口」において、事業主及び派遣労働者がいつでも相談でき
る体制を確保するとともに、専門家派遣による就業規則の見直し
や労使協定の作成等の支援を行います。

偽装請負対策については、労働者等からの情報提供のほか、定期指
導など、あらゆる機会を通じて情報の把握に努め、偽装請負が判明した
場合は、速やかに是正指導を行います。

また、令和３年４月より同法が適用される中小企業に対し
ては、法の円滑な施行に向け、説明会、各種会議、企業訪
問等、あらゆる機会を通じて、改正法及び「同一労働同一賃
金ガイドライン」等の周知徹底を図ります。

また、長期にわたる治療等が必要な疾病をもつ求職者については、県内の
拠点となるハローワークに就職支援ナビゲーターを配置し、がん診療連携拠
点病院等と連携の下、出張による職業相談などの支援を行います。



２．高齢者の就労・社会参加の促進
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多様な人材の活躍促進による総合的な人材確保対策

（１） ハローワークの生涯現役支援窓口における
マッチング支援の充実
65歳以上の再就職支援に重点的に取り組むため、県

内11か所のハローワークに設置している「生涯現役支援

窓口」において、求人開拓から定着支援までを一貫して

チームで行うチーム支援の実施等により高年齢者の多

様なニーズを踏まえたきめ細かな職業相談・紹介を実

施します。

３．人材確保の総合的な推進等

具体的には、県内ハローワークにおいて、人材が不足してい

る企業に対して、求人充足へのマッチング支援、各種助成金

の活用支援、企業情報収集、魅力ある求人票の作成支援を

実施するとともに、業界団体と連携した「ミニ面接会」・「施設見

学会」・「業界セミナー」を開催し、未経験者等をも対象に各業

界の仕事の理解を図ります。
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65歳以上の職業紹介状況

（令和元年度は1月末現在）

新規求職者数 就職者

福祉分野のほか、建設業、警備業、運輸業など、雇用吸収力の高い分野でのマッチング支援を

強化するため、県内すべてのハローワークに設置した「人材確保対策（支援）コーナー」を中心に、関

係団体等と連携した人材確保支援を実施します。

静岡県や各業界団体と連携しつつ、求人者や求職者の個々

のニーズを把握して、人材確保の総合的な支援を実施します。

（２） 65歳超の継続雇用延長等に向けた環境整備
65歳までの雇用確保措置を講じていない企業に対する事業主への指導を確実に実施するととも

に、65歳を超える定年引き上げや65歳を超える継続雇用制度に対する助成措置等を活用した継続

雇用延長に向けた環境整備を図ります。また、令和３年４月の施行が予定されている70歳までの就

業機会の確保を努力義務とする高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の改正内容に関して事

業主への周知・啓発に取り組みます。

業界団体によるセミナー＆ミニ面接会

１．新型コロナウイルス感染症に関する雇用・労働への対応

（１） 事業活動の縮小や雇用への対応
新型コロナウイルス感染症の影響による事業活動の縮小に対応し、その場合でも雇用が維持され、

生活の安定が保たれるよう雇用調整助成金の特例措置による支援を実施します。

また、労働局、浜松労働基準監督署及びハローワーク浜松に特別労働相談窓口を開設し、事業主

等から休業手当、助成金等に関する相談をワンストップで迅速かつ円滑に受け付けます。

（２） 学校の臨時休業に伴って生じる課題等への対応
小学校等の臨時休業により、職場を休まざるを得なくなった保護者が休みを取りやすい環境を整備

するため、小学校等に通う子の保護者である労働者に有給の休暇を取得させた企業に対する助成等

を行います。

また、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、テレワークを強力に推進するため、「時間外

労働等改善助成金（テレワークコース）」について、特例コースを新たに設け、感染症予防対策として新

たにテレワークコースを導入した中小事業主に対し、取組に要した費用を助成します。
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５．若者に対する就労支援

６．障害者の就職促進

多様な人材の活躍促進による総合的な人材確保対策

（１） 障害者雇用率達成指導の実施等
法定雇用率未達成企業に対しては、各ハローワークで重点指導対象

企業選定し、訪問による計画的な指導を実施するとともに、提案型の達成

指導を実施します。また、法定雇用率が未達成な公的機関に対しては

訪問指導を実施します。

また、「わかものハローワーク」では、担当者制による個別相談や正社員就

職に向けたセミナー等の各種支援、就職後の定着支援等の実施など、正

社員就職促進に向けた一貫したきめ細かな就職支援を実施します。

ユースエール認定企業マーク

４．就職氷河期世代活躍支援プラン

（２） 地域ごとのプラットフォームの形成・活用について
就職氷河期世代等の支援に社会全体で取り組む機運を醸成し、支援の実効性を高めるための

官民協働スキームとして、関係者で構成するプラットフォームを形成・活用します。

精神・発達障害者しごと
サポーターシンボルマーク

（１） ハローワークにおける専門窓口の設置、専門担当者のチーム制による就職相談、
職業紹介、職場定着までの一貫した伴走型支援

不安定な就労状態にある方一人ひとりが置かれている複雑な課題・状況に対応するため、ハロー

ワーク静岡・浜松に「就職氷河期世代専門窓口」を設置します。

「新卒応援ハローワーク」では、新卒及び既卒お

おむね3年以内を対象に、担当者制によるきめ細

かな個別支援、就職後の定着支援等を行い、特

にコミュニケーションに課題をかかえる者に対して

は心理的サポートを含めた総合的な支援を実施し

ます。 併せて、「合同企業説明会」及び「合同就

職面接会」を開催し、県外在住者を含む学生等に

対する就職支援及び地元企業の魅力を情報発信

します。

その上で、専門担当者によるチームを結成し、個別支援計画に基づき、キャリアコンサルティン

グ、生活設計相談、能力開発施策へのあっせん、求人開拓、就職後の定着支援まで一貫した支援

等を実施するとともに、就職氷河期世代に限定した求人や就職氷河期世代の応募を歓迎する求人

を積極的に確保することにより、就職氷河期世代の方々に対する総合的な支援を実施します。

（２） 中小企業を中心とした障害者雇入れ支援等の実施
中小企業を中心に障害者の雇用経験や雇用ノウハウが不足している障害者雇用ゼロ企業等に

対して採用から職場定着まで一貫したチーム支援を実施し、障害者雇入れの支援を実施するとと

もに、障害者雇用に優良な中小企業に対する認定制度の周知を行います。

（３） 障害特性に応じた就労支援の実施
ハローワークの専門窓口において求職者の障害種類・程度や多様な障害特性に応じたきめ細

かな職業相談、紹介、職場定着指導を実施します。また、障害者雇用促進法に基づく雇用の分

野における差別禁止及び合理的配慮の提供義務制度の周知・啓発を引き続き行います。

若者の採用と育成に積極的で、雇用管理の状況が優良である企業を認

定する「ユースエール認定企業制度」の普及拡大に取り組みます。

令和２年３月 高校・大学卒業予定者 就職内定率推移
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多様な人材の活躍促進による総合的な人材確保対策

９．高齢期も見据えたキャリア形成支援の促進、技能を尊重する機運の醸成

加えて、キャリアプランの再設計や企業の取組を支援する拠点として、「キャリア形成サポートセン

ター」を設置し、キャリアプランニングや能力証明のツールであるジョブ・カードの普及促進を図り、技

能を尊重する機運の醸成に努めます。

ハロートレーニング 受講者数の推移

求職者支援訓練

公共職業訓練（離職者訓練）

合計
高齢・障害・求職
者雇用支援機構

静岡県

平成29年度 300 1,774 642 1,132
平成30年度 289 1,845 582 1,263

＊令和元年度 230 1,460 462 998

※令和元年度は12月開講までの数値

７．外国人材の受入れの環境整備

「身分に基づく在留資格」等の在留資格により増加する外

国人労働者の地域における安定した就労を促進するため、

事業主向け雇用管理セミナーを開催するとともに、雇用管

理改善に向けた相談・指導等を充実します。

外国人雇用状況届出状況
（令和元年10月末現在）

また、ハローワークの窓口においては、外国語通訳の配

置及び多言語コンタクトセンター（電話通訳）の活用により、

多国籍化が進む外国人求職者との相談業務に対応しま

す。併せて、日本語コミュニケーション能力等が不足する

定住外国人求職者については、「外国人就労・定着支援

研修」を行い、きめ細かな就職支援を行います。

外国人技能実習生については、関係機関と連携し、技能

実習の適正な実施、技能実習生の保護に取り組みます。

静岡県や（独）高障求機構静岡支部と連携し、地域における求職者の

ニーズに対応した訓練コースの設定を図り、キャリア形成のためにハロート

レーニング（※）が有効な手段であると考えられる求職者に対して積極的な

受講勧奨を行います。

また、ハロートレーニング、生産性向上人材育成支援センター等で実施する在職者訓練などの制

度の積極的なＰＲに取り組みます。

８．生活保護受給者等の就労支援

地方自治体への常設窓口の設置や福祉事務所への巡回指導等によりハローワークが地方自治体と

連携して生活保護受給者・生活困窮者等の就労支援を的確に実施するとともに、就職後の職場定着

支援を確実に実施します。

また、ハローワークが矯正施設や保護観察所等と連携し、矯正施設への巡回による支援や保護観察

対象者等に対するチーム支援を実施するなど、刑務所出所者等の就労支援の充実を図ります。

※ハロートレーニングとは、「公共職業訓練」と「求職者支援訓練」の総称です。
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１．女性の活躍推進等

２．仕事と家庭生活の両立支援の推進

（１） 女性活躍推進法の履行確保等
女性をはじめとする多様な労働者が活躍できる就業環境を整備するため、一般事業主行動計画
の策定義務の対象拡大、情報公表の強化等を内容とした改正女性活躍推進法の円滑な施行に向
け、あらゆる機会を通じて周知を図ります。
また、行動計画の策定・届出等が義務付けられている常時雇用する労働者が301人以上の企業
について、履行確保を図るとともに、努力義務企業（常時雇用する労働者が101人以上）の取組の促進を
図ります。
さらに、女性の活躍に関する取組の実施状況が優良な企業として厚生労働大臣が認定する「える
ぼし」や新たに創設された「プラチナえるぼし」認定の取得促進を図ります。

女性活躍・総合的なハラスメント対策の推進

（１） 育児・介護休業法の確実な周知及び履行確保等
子の看護休暇・介護休暇の時間単位での取得を可能とする改正が令和３年

１月１日から施行されます。改正内容も含めた法に基づく両立支援制度につい

て、周知を図るとともに、育児・介護休業法の着実な定着に向け、育児休業等

制度の規定が未整備等の事業所に対して、履行確保のため必要な指導等を

行います。

女性活躍認定マーク
新設された「プラチナえるぼし」

次世代認定マーク
「プラチナくるみん」

（３） 女性のライフステージに対応した活躍支援
出産や子育て中の方への再就職支援については、「マザーズハローワーク（コーナー）」において、

担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介を行うほか、地方公共団体等と連携し情報提供等

を実施します。

18.9

77.9
76.2

69.4

52.1

57

73.6

80.181.6
78.8

73.471.8

80.2

75.1

14

76

16.7

72.773.5

81.4

69.5

14.710

20

30

40

50

60

70

80

１５－１９ ２０－２４ ２５－２９ ３０－３４ ３５－３９ ４０－４４ ４５－４９ ５０－５４ ５５－５９ ６０－６４ ６５以上 (歳)

静岡 平成27年
静岡 平成22年
全国 平成27年
全国 平成22年

女性の年齢階級別労働力率

※労働力率…15歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く）に占める労働力人口の割合
総務省「国勢調査」

＜女性の労働力率＞

平成27年 静岡51.9% 全国50.0%

平成22年 静岡51.8% 全国49.6%

（２） 次世代育成支援対策の推進
次世代育成支援対策推進法に基づく取組の履行を確保すると

ともに、子育てサポート企業として厚生労働大臣が認定する「くる

みん」・「プラチナくるみん」の取得によるメリットを積極的に周知し、

引き続き認定取得促進を行います。

また、努力義務企業（常用雇用する労働者100人以下）に対して一

般事業主行動計画の策定を促すとともに、義務企業（常用雇用する

労働者101人以上）における未届出企業に対して、督促指導等によ

り完全実施を図ります。

（２） 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保対策の推進
募集・採用、配置・昇進等において、性別により差別されることなく、また、働く女性が母性を尊重さ
れつつ充実した職業生活を営むことができるよう、男女雇用機会均等法の周知を行うとともに、違反
企業に対しては行政指導を行います。

くるみん・プラチナくるみん合同認定授与式

また、助成金の支給等の支援、周知・啓発を通じ、男性の育休取得促進や介護離職防止など事

業主の両立支援への取組を促し、職業生活と家庭生活を両立しやすい環境の整備を図ります。
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（２） 労働関係紛争の早期解決の促進
労働局及び労働基準監督署に設置され

た「総合労働相談コーナー」において、労働

問題に関するあらゆる相談にワンストップで

対応します。

労働局長による助言・指導については、効

果的に実施するとともに、紛争調整委員会に

よるあっせんの迅速な対応により、個別労働

紛争の適切かつ迅速な解決を図ります。

３．総合的なハラスメント対策の推進

（１） 職場におけるハラスメント対策の集中実施

民事上の個別労働紛争相談件数の推移

総合労働相談、民事上の個別労働紛争相談、助言・指導申出、あっせん申請件数の推移

女性活躍・総合的なハラスメント対策の推進

労働施策総合推進法が改正され、事業主に、パワーハラスメント防止のための雇用管理上の措

置（※）が義務付けられることから、改正法の円滑な施行のため、事業主向けの説明会の開催を始

めとするあらゆる機会を通じて、改正法や指針の内容等の周知を図ります。

※令和２年６月１日より施行。中小事業主は令和４年３月31日までは努力義務。

紛争調整委員会によるあっせんの様子
（イメージ）

イメージ画像

写真手前が紛争調整委員、奥が紛争当事者
（労働者）、左が事務局

併せて、セクシュアルハラスメントや妊娠・出産、育児休業等に関するハラスメント、パワーハラス

メント防止のための事業主の措置義務について、年間を通じて計画的に指導を行い、法の履行確

保を図ります。

また、「ハラスメント撲滅月間」(12月)を中心に、集中的な広報や特別相談窓口の設置、説明会

の開催等、職場におけるハラスメント撲滅の機運向上のための取組を行います。



労働保険適用徴収業務の適正な運営

-10-

２．労働保険未手続事業一掃対策の推進

１．労働保険料の適正徴収等

（２） 他の行政機関等との連携を密にして、
再三の勧奨・指導等を行っても加入しない
事業所には、職権による保険成立手続、保
険料の認定決定等、強力に加入促進業務
を実施します。

（３） 行政改革推進会議での指摘に基づく
「令和２年度までに平成27年度比未手続
事業の２割削減」を計画的に取り組みま
す。

（１） 事業主に対し、労働保険制度に対する理解を促し、法令に基づく労働保険料を申告・
納付するよう適切な指導に努めます。

（１） 労働者を雇用する全ての事業主の労働保険加入を最重要課題とし、労働保険料の
公平な負担を図るため、加入勧奨及び手続指導等を強化し、積極的に労働保険の加入
促進を図ります。

（３） 電子申請及び保険料の口座振替納付制度について、その利便性等の一層の周知を図
り、利用促進に努めます。

（２） 保険料収納率の向上を図るため、滞納整理、納付督励等の徴収業務に積極的に取り
組み、滞納事業主に対する財産差押え等、効果的かつ実効ある滞納整理を実施します。




